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この「概要版」は、島根県が平成 23 年 9 月に実施した「人権問題に関す

る県民意識調査」の回答について、各設問ごとの総数を集計したものです。

 地域別、性別、性・年齢別、職業別の結果等が必要な方は、「人権問題に

関する県民意識調査報告書」（平成 24 年 3 月発行）をご覧ください。 

10 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

9 

8 

11 

12 

13 

14 

15 



     

1 

Ⅰ 調 査 の 概 要 

１．調査の目的 

本調査は、県民のさまざまな人権に関する意識の現状を調査・分析し、今後の人権施策

のあり方・方向性等を考える基礎資料を得ることを目的とした 

 

２．調査項目 

（ １ ） 人権尊重社会に対する感じ方 

（ ２ ） 風習・慣習に対する意識 

（ ３ ） 人権の知識・認識 

（ ４ ） 女性の人権について 

（ ５ ） 子どもの人権について 

（ ６ ） 高齢者の人権について 

（ ７ ） 障がいのある人の人権について 

（ ８ ） 同和問題について 

（ ９ ） 外国人の人権について 

（１０） 患者の人権について 

（１１） 犯罪被害者とその家族の人権について 

（１２） 刑を終えて出所した人の人権について 

（１３） インターネットによる人権侵害について 

（１４） 性同一性障害者の人権について 

（１５） 人権が尊重される社会に向けての取組みについて 

 

３．調査設計 

（1） 調 査 地 域：島根県内全域 

（2） 調 査 対 象：満 20 歳以上の県内在住者 

（3） 標 本 数：2,000 人 

（4） 標 本 抽 出 法：層化二段無作為抽出法 

（5） 調 査 方 法：郵送法（礼状に併せ督促 1 回） 

（6） 調 査 期 間：平成 23 年（2011 年）9 月 23 日～10 月 14 日 

（7） 調査委託機関：株式会社エブリプラン 

 

４．回収結果 

標本数 有効回収数（率） 

2,000 1,061（53.1％） 
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５．引用した他の調査の概要 

 本報告書では、時系列の傾向をみるために以下の 3 つの調査結果を引用・比較してい

る。 

ただし、今回調査と前回までの調査では、設問の内容や選択肢が異なっているものも

多いため、比較できる設問、選択肢についてのみ引用・比較している。 

 

＜平成元年調査＞ 
 ・調 査 名：「同和問題に関する意識調査」 
 ・調 査 時 期：平成元年 6 月 30 日～9 月 6 日 
 ・調 査 対 象：満 20 歳以上の県内在住者 3,000 人（別途補足標本 240） 
 ・対象抽出方法：層化二段無作為抽出法 
         （「対象地域」の同和関係者を除いた有権者数を推定し、これに応じ 

て各地区の標本数を割当て、投票区を調査地点（1 地点 10 標本） 
として無作為抽出） 

 ・調 査 方 法：郵送法 
 ・回 収 状 況：有効回収標本数 2,359（78.6％） 

 
＜平成 11 年調査＞ 
 ・調 査 名：「人権問題に関する県民意識調査」 
 ・調 査 時 期：平成 11 年 6 月 16 日～6 月 30 日 
 ・調 査 対 象：満 20 歳以上の県内在住者 3,000 人（別途補足標本 240） 
 ・対象抽出方法：層化二段無作為抽出法 
 ・調 査 方 法：郵送法（礼状に併せ督促 1 回） 
 ・回 収 状 況：有効回収標本数 1,804（60.1％） 

 
＜平成 16 年調査＞ 
 ・調 査 名：「人権問題に関する県民意識調査」 
 ・調 査 時 期：平成 16 年 7 月 28 日～8 月 11 日 
 ・調 査 対 象：満 20 歳以上の県内在住者 3,000 人 
 ・対象抽出方法：層化二段無作為抽出法 
 ・調 査 方 法：郵送法（礼状に併せ督促 1 回） 
 ・回 収 状 況：有効回収標本数 1,643（54.8％） 
 

 また、以下の全国調査の結果も必要に応じて引用・比較している。 
 
＜内閣府調査＞ 
 ・調 査 名：「人権擁護に関する世論調査」 
 ・調 査 時 期：平成 19 年 6 月 21 日～7 月 1 日 
 ・調 査 対 象：全国 20 歳以上の者 3,000 人 
 ・対象抽出方法：層化二段無作為抽出法 
 ・調 査 方 法：調査員による個別面接聴取 
 ・回 収 状 況：有効回収標本数 1,766（58.9％） 
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Ⅱ 調査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）比率は、原則として各設問の無回答を含む集計対象総数（副設問では設問該

当対象数）に対する百分比（％）を表している。1人の対象に 2つ以上の回

答を求める設問では百分比（％）の合計は 100％を超える。 
 
 
 

（２）百分比（％）は、小数点第 2位を四捨五入し、小数第 1位までを表示した。

四捨五入の結果、個々の比率の合計と全体を示す数値とが一致しないことが

ある。 
 
 
 

（３）経年比較・全国調査との比較については、比較する設問・選択肢の内容や選

択条件（選択数など）が一致していないものもある。 

調査結果のみかた
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そう思う
9.7%

どちらかといえば
そう思う
52.6%

どちらかといえば
そうは思わない

25.6%

そうは思わない
7.1%

無回答
5.0%

 

 

   人権尊重社会に対する感じ方 

１．人権尊重社会に対する感じ方 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

問１．今の島根県は、人権が尊重される社会になっていると思いますか。（○は１つ） 

（1,061 人） 

1
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20.5

46.2

40.4

39.0

44.3

27.4

40.2

42.4

32.4

6.5

5.2

7.9

2.8

19.9

14.1

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成元年（2,359）

平成11年（1,804）

平成16年（1,643）

今回調査（1,061）

45.8

43.6

41.3

20.5

22.6

18.4

5.3

8.3

2.8

28.4

25.4

37.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年（1,804）

平成16年（1,643）

今回調査（1,061）

 

       風習・慣習に対する意識 

１．風習・慣習に対する意識 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．日本には古くからの言い伝えや考え方などがありますが、次の（１）～（５）に 

ついてあなたの考えに近いものはどれですか。（○はそれぞれ１つずつ） 

（１）結婚式は「大安」の日でないとよくないという考え方 

２ 

問２．（２）葬儀は「友引」の日を避けるという考え方 

当然のことと思う  おかしいと思うが、
自分だけ反対しても
仕方がないと思う  

間違っていると思う 無回答  

当然のことと思う  おかしいと思うが、
自分だけ反対しても
仕方がないと思う  

間違っていると思う 無回答  

人 

人 
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21.5 64.7 3.210.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査（1,061）

15.5

21.7

27.2

26.6

20.6

18.9

40.9

40.2

60.8

6.9

5.6

8.2

3.1

25.1

26.3

52.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成元年（2,359）

平成11年（1,804）

平成16年（1,643）

今回調査（1,061）

1.6

23.1

13.9

15.3

10.9

65.3

77.2

74.4

84.1

8.2

6.1

8.3

3.4

1.9

2.8

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成元年（2,359）

平成11年（1,804）

平成16年（1,643）

今回調査（1,061）

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．（３）結婚相手を決めるときに、家柄を気にすること 

問２．（４）結婚相手を決めるときに、相手方の身元調査をすること 

問２．（５）「ひのえうま」の生まれということで、結婚することをいやがること 

当然のことと思う  おかしいと思うが、
自分だけ反対しても
仕方がないと思う  

間違っていると思う 無回答  

当然のことと思う  おかしいと思うが、
自分だけ反対しても
仕方がないと思う  

間違っていると思う 無回答  

当然のことと思う  おかしいと思うが、
自分だけ反対しても
仕方がないと思う  

間違っていると思う 無回答  

人 

人 

人 
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65.4

59.8

67.8

3.3

7.5

5.0

31.3

32.7

27.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年（1,804）

平成16年（1,643）

今回調査（1,061）

83.7

71.328.7

16.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内閣府調査（1,766）

本調査（1,008）

人権の知識・認識 

１.差別や人権侵害を受けた経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   内閣府「人権擁護に関する世論調査」（平成 19 年） 

   『Ｑ３ あなたは、今までに、ご自分の人権が侵害されたと思ったことがありますか、それ 

ともそういうことはありませんか。』 
 
   ＊内閣府調査結果が無回答を除く割合となっているため、本調査での結果も同様に無回答を除 

いた割合として、比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 3．日常生活の中で、あなたご自身が差別や人権侵害を受けたと感じたことは 

ありますか。（○は１つ） 

３ 

参考：全国調査との比較 

ある  ない  無回答  

ある  ない  

人 

人 
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44.5

0.4

5.8

19.7

9.9

27.6

27.2

23.3

41.2

37.2

1.0

6.9

5.5

6.2

15.9

21.8

24.6

26.0

50.9

51.9

0 10 20 30 40 50 60（％）

今回調査（289人）

平成16年（537人）

職場における待遇や上司や同僚
などの言動

地域社会におけるしきたり・慣
習・役割分担や、近隣の人など
の言動

公務員等の対応や発言

友人や親せきなどの言動

家庭内における家事・子育てな
どの役割分担や、家族の言動

民間企業等における応対や言動

報道による侵害

インターネットへの書き込みな
どによる侵害

その他

無回答

２.受けた差別や人権侵害の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ※1：平成 16 年調査では、「地域社会における役割分担や、近隣の人などの態度や発言（41.2％）」、「社会や 

地域に残るしきたりや慣習（44.5％）」となっている。 
     ※2：平成 16 年調査では、「テレビや新聞、雑誌の内容や報道のあり方（19.7％）」となっている。 
     ※3：平成 16 年調査ではなかった項目である。 

問 4．問 3 で「ある」と回答された方 

差別や人権侵害を受けたと感じたことはどのようなことですか。 

（○はいくつでも） 

※1 

※2 

※3 
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59.5

24.2

19.7

19.4

4.2

3.5

2.8

2.4

1.7

1.0

5.5

9.7

0 10 20 30 40 50 60 70 （％）

だまってがまんした

無回答

その他

家族や親せきに相談した

相手に抗議した

職場の人や友人に相談した

民間団体などに相談した

法務局や人権擁護委員に相
談した

県や市町村の相談窓口や行
政担当者に相談した

地域の人に相談した

警察に相談・通報した

弁護士に相談した

３.差別や人権侵害を受けたときの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5．問 3 で「ある」と回答された方 

差別や人権侵害を受けたと感じたとき、あなたはどうしましたか。 

（○はいくつでも） 

（289 人） 
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50.2

49.7

61.5

36.6

34.6

29.3

6.9

8.6

1.1

6.3

7.1

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成11年（1,804）

平成16年（1,643）

今回調査（1,061）

４.他人の人権を侵害した経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 6．あなたは、今までに他人の人権を侵害したことはありますか。（○は１つ） 

あると思う  ないと思う  自分では気づかなかったが、
あるかもしれない  

無回答  

人 
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53.9

32.1

29.7

27.7

26.7

26.1

24.5

22.5

21.7

21.5

14.3

12.7

9.7

8.4

8.1

5.9

4.6

3.7

3.1

2.6

2.9

0 10 20 30 40 50 60（％）

刑を終えて出所した人等

その他

「ひのえうま」などの迷信

アイヌの人々

無回答

ホームレスの人権

性同一性障害者の人権

犯罪被害者とその家族

患者及び感染者等

人身取引（トラフィッキング）
事件の適切な対応

性的指向（同性愛など）に係る
問題

日本に帰国した中国残留邦人と
その家族

外国人

女性

インターネットによる人権侵害

同和問題

北朝鮮当局によって拉致された
被害者等

高齢者

障がいのある人

プライバシーの保護

子ども

５．人権課題への関心 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 7．あなたは、現在どんな人権課題に関心を持っていますか。（○はいくつでも） 

（1,061 人） 
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   内閣府「人権擁護に関する世論調査」（平成 19 年） 

   『Ｑ５ 日本における人権課題について、あなたの関心があるものはどれですか。 

この中からいくつでもあげてください。』 

 

   ＊内閣府調査結果が無回答を除く割合となっているため、本調査での結果も同様に無回答を除 

いた割合として、比較した。 

 

   ＊内閣府調査と本調査で一致している項目についてのみ、記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
     ※1：内閣府調査では、「HIV 感染者（18.9％）」、「ハンセン病患者・元患者等（17.0％）」となっている。 

※1 

参考：全国調査との比較 

33.1

28.5

26.9

25.2

23.2

22.3

22.1

14.8

13.1

10.0

8.6

6.1

3.8

3.2

2.7

44.1

40.5

35.0

15.0

32.7

25.0

31.5

18.9

24.1

14.9

12.5

16.8

10.4

9.2

12.5

6.2

0.5

17.0

27.5

55.5

0 10 20 30 40 50 60（％）

本調査（1,030人）

内閣府調査（1,766人）

同和問題

インターネットによる人権侵害

子ども

高齢者

障がいのある人

北朝鮮当局によって拉致された
被害者等

犯罪被害者とその家族

外国人

女性

患者及び感染者等

刑を終えて出所した人等

ホームレスの人権

性的指向（同性愛など）に係る
問題

性同一性障害者の人権

人身取引（トラフィッキング）
事件の適切な対応

その他

アイヌの人々
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29.8

31.4

7.4

4.4

1.2

30.6

22.4

28.0

44.6

36.7

39.4

4.0

8.7

1.2

19.2

21.2

22.3

24.0

37.0

37.0

39.7

0 10 20 30 40 50（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

社会や地域に残るしきたりや慣習があること

その他

売買春やヌード写真などのように性が商品化
されていること

特に問題だと思うことはない

無回答

性的な嫌がらせ（セクシュアル・ハラスメント）
があること

企業や役所などの方針を決定する過程に女
性が十分参画できていないこと

職場における採用、昇進、賃金等についての
男女の差があること

男女の固定的な役割分担意識（「男は仕事、
女は家庭」など）があること

夫や恋人などからの暴力（ドメスティック・バ
イオレンス：ＤＶ）があること

   女性の人権について 

１．女性に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※1：平成 16 年調査では、「家庭内での家事や育児の分担（39.4％）」となっている。 
※2：平成 16 年調査では、「職場での昇給などの給与格差や役職などへの昇任（36.7％）」、「採用や就職の際 

の男性との取り扱いの差（31.4％）」となっている。 
※3：平成 16 年調査では、「社会や地域に残るしきたりや慣習（44.6％）」、「町内会など地域における女性の 

役割や仕事の分担（29.8％）」となっている。 
※4：平成 16 年調査では、「職場でのセクシュアル・ハラスメント（性的な嫌がらせ）（28.0％）」、となってい 

る。 
※5：平成 16 年調査では、「家庭内での家族の発言や暴力（22.4％）」となっている。 

問 8．女性の人権について、特にどのようなことが問題だと思いますか。（○は３つまで）

４ 

※1 

※2 

※3 

※4 

※5 
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２．女性の人権を守るために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※1：平成 16 年調査では、「企業等における男女の賃金格差や、仕事の役割分担などを改めるよう指導する 
（17.9％）」となっている。 

※2：平成 16 年調査では、「男女に関する社会通念やしきたりを改めるための取組を行う（20.0％）」となっ 
ている。 

※3：平成 16 年調査では、「家庭や学校や職場で男女平等意識を浸透させる（33.0％）」となっている。 
※4：平成 16 年調査では、「管理職や審議会の委員などに、女性を積極的に登用する（20.2％）」となってい 

る。 
 

 

問 9．女性の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。 

（○は３つまで） 

※1 

※2 

※3 

※4 

5.8

2.6

1.4

12.2

20.2

33.0

20.0

17.9

3.7

7.6

2.1

19.8

23.6

28.8

29.6

31.7

31.8

37.6

0 10 20 30 40 （％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

その他

夫や恋人などからの暴力（ＤＶ）への
対応を強化する

特に必要だと思うことはない

無回答

性的な嫌がらせや性の商品化など、
女性の人権侵害に対して法的な規制を
行う

政策や方針を決定する過程に、積極的
に女性の参画を進める

女性のための相談体制を充実させる

固定的な性別役割分担意識の解消に向
け、あらゆる世代に啓発・広報を行う

地域における慣行を見直す

男女に均等な雇用環境を整えるよう、
企業などに働きかける
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64.1

44.8

44.7

27.4

26.6

13.4

12.3

8.6

5.7

1.9

0.8

0.9

2.0

4.5

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

親や教師による体罰を肯定する考え方があること

進学先や就職先の選択について、大人の意見を押
しつけること

その他

学校の規則が厳しすぎること

特に問題だと思うことはない

無回答

親が、子ども宛の手紙やメールを見たりすること

子どもを成績や学歴だけで判断すること

親による暴力や育児放棄などの虐待があること

暴力や性などの有害な情報が流れていること

児童買春、援助交際、児童ポルノ等

インターネットの書き込みやメールによる嫌がらせ
があること

暴力や「仲間はずれ」、「無視」などのいじめがある
こと

いじめを見て見ぬふりをすること

   子どもの人権について 

１．子どもに関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10．子どもの人権について、特にどのようなことが問題だと思いますか。 

（○は３つまで） 

５ 

（1,061 人） 
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２．子どもの人権を守るために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
     ※1：平成 16 年調査では、「成績だけを重んじる教育のあり方を改める（38.5％）」、「子どもの個性を尊重す 

る（12.1％）」となっている。 
※2：平成 16 年調査では、「子どもの人権相談窓口や電話相談所を充実する（21.1％）」となっている。 

 

問 11．子どもの人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。 

（○は３つまで） 

※1 

※2 

12.1

6.1

0.2

1.0

3.7

21.1

6.7

30.6

21.1

34.2

38.5

4.1

1.6

1.6

5.4

11.6

11.7

11.8

17.4

22.1

29.0

31.4

35.2

35.7

41.9

0 10 20 30 40 50（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

子どもの良い面や努力の過程を評価する

家庭・学校・地域の結びつきを強める

家庭内の人間関係を安定させる

子どもが利用できる相談体制を充実させる

子どもに、自分を大切にする心を育む

教師の人間性、指導力を高める

虐待や性犯罪などの取り締まりを強める

子どもにとって有害な情報を規制する

子どもの人権について啓発・広報を行う

親が利用できる相談・支援体制を充実させる

親や教師による体罰をなくす
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   高齢者の人権について 

１．高齢者に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     ※1：平成 16 年調査では、「家庭で介護を放棄されること（23.5％）」となっている。 

 

問 12．高齢者の人権について、特にどのようなことが問題だと思いますか。 

（○は３つまで） 

６ 

※1 

19.4

1.2

11.7

15.5

23.5

29.5

28.5

36.2

38.1

3.3

3.7

1.5

6.8

11.7

15.9

18.2

22.8

23.9

25.1

31.2

34.7

35.9

0 10 20 30 40 50（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

その他

自分の年金が自由に使えなかったり、財
産が勝手に処分されたりすること

特に問題だと思うことはない

無回答

施設や病院における介護などで、虐待さ
れたり、プライバシーが尊重されないこと

家庭で嫌がらせをされたり、介護を放棄
されるなどの虐待を受けること

道路や公共の施設などが、高齢者の利
用しやすいようにつくられていないこと

邪魔者扱いされ、意見や行動が尊重され
ないこと

家庭や地域での役割がなく孤立すること

福祉施設や在宅での福祉や保健サービ
スが十分でないこと

経験や能力を発揮する機会が少ないこと

雇用の場が少ないために、経済的な自立
が難しいこと

悪徳商法などの被害者になりやすいこと
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２．高齢者の人権を守るために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     ※1：平成 16 年調査では、「高齢者の就労の機会を確保する（34.8％）」となっている。 
 

問 13．高齢者の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。 

（○は３つまで） 

※1 

7.3

2.5

1.0

17.5

23.4

28.3

32.0

52.5

34.8

2.4

2.7

9.9

8.0

9.9

11.9

16.3

18.3

22.7

24.4

35.7

42.5

44.3

0 10 20 30 40 50 60（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

その他

高齢者の財産の管理などを助ける体制を整
える

特に必要だと思うことはない

無回答

高齢者のための人権相談体制を充実させる

病院や施設における高齢者に対する拘束や
虐待の防止を徹底する

高齢者に対する犯罪の取り締まりなどを強
化する

高齢者が行動しやすいよう、道路の段差の
解消や公共交通機関の充実をはかる

高齢者を大切にする意識を高めるための教
育や啓発・広報を行う

民生委員や地域の人たちによる見守りの体
制を充実させる

高齢者と他の世代との交流を積極的に行い、
理解を深める

高齢者の経験や技術・知識が活かせる職場
や地域活動の場を確保・創出する

年金や住宅、福祉、医療、介護サービスなど
を充実させる
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64.9

53.9

24.8

23.3

16.1

10.7

7.8

7.6

6.3

5.1

7.6

4.1

3.4

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

障がいや障がいのある人への理解や認識が十分
でないこと

学校の受入体制が十分でないこと

本人やその家族に対する結婚差別があること

道路や公共の施設のバリアフリー化が十分でな
く、外出しづらいこと

障がいのある人が働ける場所が少ないこと

身近な地域での福祉サービスが十分でないこと

障がいのある人を虐待する、避ける、あるいは
傷つける言葉を使うこと

身近な地域にバリアフリー化された住宅がない
こと

障がいがあることを理由に、乗車や店・施設の
利用を断られること

特に問題だと思うことはない

スポーツ活動や文化活動などへの参加に配慮が
なされていないこと

その他

無回答

障がいのある人の人権について 

１．障がいのある人に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14．障がいのある人の人権について、特にどのようなことが問題だと思いますか。 

（○は３つまで） 

７ 

（1,061 人） 
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２．障がいのある人の人権を守るために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※1：平成 16 年調査では、「障がいのある人の積極的な雇用（21.5％）」となっている。 
     ※2：平成 16 年調査では、「障がいのある人の施設・医療の充実（31.5％）」となっている。 

問 15．障がいのある人の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと 

思いますか。（○は３つまで） 

※1 

※2 

8.2

0.8

31.5

21.5

40.6

4.0

2.1

0.7

2.3

11.7

12.5

16.2

19.5

20.2

20.9

22.1

25.4

42.7

43.9

0 10 20 30 40 50（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

周囲の人が、必要に応じて手助けをする

その他

地域で生活するために、施設の整備や福祉サービ
スを充実させる

特に必要だと思うことはない

無回答

病院や施設においても、障がいのある人が、その人
らしく生活できるようにする

安心して外出できるよう、バリアフリー化を進める

障がいのある人が働ける場所を増やす

障がいや障がいのある人への理解や認識を深める
ための教育や啓発・広報を行う

事件報道において、精神科での治療歴を公表する
際に配慮する

障がいのある人のための相談体制を充実させる

精神科を受診することへの偏見をなくす

学校における特別支援教育を充実させる

障がいのある人と障がいのない人との交流を進める
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   同和問題について 

１．同和問題の認知経路 

 

 

 

   ＊平成 16 年調査では、『同和問題について知った時期』を聞く質問の付問であったため、 

「知っている」と答えた 1,563 人が総数となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16．同和問題について初めて知ったのは、どのようなきっかけでしたか。 

（○は１つ） 

８ 

7.5

7.0

0.6

5.2

5.4

4.6

8.3

3.3

9.3

27.8

21.0

7.2

5.2

4.9

1.7

2.4

2.9

3.2

5.2

5.7

8.4

23.7

29.6

0 10 20 30 40（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,563人）

県・市町村の広報誌などで読んだ

覚えていない

その他

同和問題のことは知らない

無回答

学校の友達から聞いた

近所の人から聞いた

テレビ、映画、新聞、本、インター
ネットなどで知った

職場の人から聞いた

学校の授業で教わった

家族、親せきの人から聞いた

講演会、研究会などで聞いた
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内閣府「人権擁護に関する世論調査」（平成 19 年） 

『Ｑ１０ あなたは、同和問題について、初めて知ったきっかけは、何からですか。 

    この中から１つお答えください。』 

 

＊内閣府調査結果が無回答を除く割合となっているため、本調査での結果も同様に無回答を除 

いた割合として、比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     ※1：内閣府調査では、「家族（祖父母、父母、兄弟等）から聞いた（17.8％）」、「親戚の人から聞いた（1.5％）」 

となっている。 

 

※1 

参考：全国調査との比較 

1.5

20.5

1.1

1.9

3.9

1.8

13.3

6.7

2.6

17.8

19.7

5.6

5.3

1.8

2.5

3.1

3.5

5.6

6.2

9.0

25.5

31.9

0 10 20 30 40（％）

本調査（985人）

内閣府調査（1,766人）

県・市町村の広報誌などで読んだ

覚えていない

その他

同和問題のことは知らない

学校の友達から聞いた

近所の人から聞いた

テレビ、映画、新聞、本、インター
ネットなどで知った

職場の人から聞いた

学校の授業で教わった

家族、親せきの人から聞いた

講演会、研究会などで聞いた
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２．同和問題の原因や背景 

 

 

    ＊平成 16 年調査では、『同和問題について知った時期』を聞く質問の付問であったため、 

「知っている」と答えた 1,563 人が総数となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17．同和問題が残っている原因や背景は、何だと思いますか。（○は３つまで） 

7.9

4.8

2.8

1.3

10.0

11.9

12.8

24.5

37.6

52.8

53.9

3.0

9.9

3.4

3.5

6.4

9.7

12.3

26.3

32.0

44.9

55.0

0 10 20 30 40 50 60（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,563人）

学校での人権・同和教育が十分でないこと

その他

インターネットなどで伝えられる偏見・差
別意識

わからない

無回答

行政の人権・同和問題の啓発が十分でない
こと

職場などで伝えられる偏見・差別意識

個人の理解不足

家族、親せきから伝えられる偏見・差別
意識

地域の人から伝えられる偏見・差別意識

社会全体に残る偏見・差別意識
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自分の意思を
貫いて結婚する

27.2%

親の説得に全力を
尽くした後に、
自分の意思を

貫いて結婚する
47.8%

家族の者や親せき
の反対があれば、

結婚しない
13.5%

結婚をあきらめる
5.4%

無回答
6.1%

無回答
4.5%

絶対に結婚を
認めない

2.2%

家族の者や親せき
の反対があれば、
結婚を認めない

5.7%

親としては反対
するが、子どもの
意思が強ければ
結婚を認める

28.8%

子どもの意思を
尊重する
58.7%

３．子どもの同和地区出身者との結婚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．同和地区出身者との結婚 

 
 

 

  

問 18．結婚についてお聞きします。 

（1）仮に、あなたのお子さんが同和地区の人と知り合い、結婚しようとしたとき、 

あなたはどうしますか。（○は１つ） 

（2）仮に、あなたが同和地区の人と知り合い、結婚しようとしたとき、親や親せき 

から強い反対を受けた場合、あなたはどうしますか。（○は１つ） 

（1,061 人） 

（1,061 人） 
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５．同和問題に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    内閣府「人権擁護に関する世論調査」（平成 19 年） 

   『Ｑ１０ＳＱ あなたは、同和問題に関し、現在どのような人権問題が起きていると思いま 

すか。この中からいくつでもあげてください。』（付属する設問で、同和問題 

について、「知っている」と答えた人のみ回答） 
 

   ＊内閣府調査結果が無回答を除く割合となっているため、本調査での結果も同様に無回答を除 

いた割合として、比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19．同和問題について、現在、どのような人権上の問題が起きていると思いますか。

（○はいくつでも） 

参考：全国調査との比較 

7.6

10.0

8.4

0.6

7.2

6.1

21.9

24.4

45.0

2.9

19.2

8.3

1.5

6.5

10.1

22.8

27.3

40.3

59.5
63.9

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,563人）

差別的な言動をすること

その他

差別的な落書きをすること

わからない

無回答

就職・職場で不当な扱いをすること

インターネットを利用して、差別的
な情報を掲載すること

身元調査をすること

結婚問題で周囲が反対すること

特に問題だと思うことはない

12.5

14.3

0.8

9.8

14.5

29.8

26.4

30.1

42.9

19.8

8.5

1.6

6.7

10.4

23.5

28.2

41.6

61.3

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

本調査（1,030人）
内閣府調査（1,404人）

差別的な言動をすること

その他

差別的な落書きをすること

わからない

就職・職場で不当な扱いをすること

インターネットを利用して、差別的
な情報を掲載すること

身元調査をすること

結婚問題で周囲が反対すること

特に問題だと思うことはない
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15.3

13.6

6.7

5.6

49.3

45.7

18.1

25.7

8.5

6.0

2.2

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成16年（1,563）

今回調査（1,061）

６．同和問題の解決に対する考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．同和問題の解決に必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1：平成 16 年調査では、「同和問題を解決するための教育・啓発活動を推進する（49.7％）」となっている。 
※2：平成 16 年調査では、「同和問題にかかる人権相談所や電話相談所を充実する（26.0％）」となっている。 

問 20．同和問題の解決に対するあなたの考えはどうですか。（○は１つ） 

問 21．同和問題を解決するためには、どうしたらよいと思いますか。（○は３つまで） 

同和地区以外の人には直接
関係のない問題だと思う  

よく考えていない  

自分ではどうしようもない
問題だから、成り行きに  
まかせるより仕方がないと
思う  

無回答  
自分ではどうしようもない  
問題であり、誰か然るべき人
が解決してくれると思う  

基本的人権に関わる問題  
だから、自分も市民の一人
として、この問題の解決に
努力すべきだと思う  

※1 

※2 

人 

10.3

4.3

26.0

49.7

3.8

14.2

3.8

7.9

9.3

11.7

13.7

14.1

15.4

15.7

18.3

23.4

41.8

0 10 20 30 40 50 60（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,563人）

差別をしたり、差別を営利目的などに使う人を、
法律で処罰する

その他

どのようにしても差別はなくならないと思う

わからない

無回答

同和地区の人たちの生活の安定や教育・文化
の向上をはかり、生活力を高める

同和地区の住宅環境や生活環境を整備・改善
する

同和地区の人自身が、差別に負けないで、行政
や同和地区以外の人に積極的に働きかけていく

同和地区内外の交流を進める

同和問題に関する人権相談体制を充実させる

同和地区の人が、一定の地区（同和地区）にか
たまって生活しないで、分散して住むようにする

同和問題のことなど口に出さないで、そっとして
おけば、そのうち差別は自然になくなる

差別をなくし人権を大切にする教育や啓発・広
報を積極的に進める
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    外国人の人権について 

１．外国人の人権を守るために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※1：平成 16 年調査では、「外国人との交流の促進（45.1％）」となっている。 

     ※2：平成 16 年調査では、「日常生活に必要な情報の外国語による提供（32.4％）」となっている。 

 

問 22．日本で生活する外国人の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと 

思いますか。（○は３つまで） 

    

※1 

※2 

8.3

2.6

0.8

20.4

26.2

32.4

35.2

39.5

45.1

3.8

6.7

1.2

9.4

13.4

16.9

27.3

31.4

32.7

40.8

42.4

0 10 20 30 40 50（％）

今回調査（1,061人）

平成16年（1,643人）

日本人と外国人との交流の機会を増やす

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

外国人のための各種相談体制を充実させる

日常生活に必要な情報を、それぞれの母国

語で提供する

外国人が日本語を学習できる機会を増やす

外国人が日本の文化・生活習慣を学習でき

る機会を増やす

日本人に対する異文化理解や人権尊重に向

けた啓発・広報を推進する

就職の機会を確保したり、職場での待遇を

改善したりする

学校教育において、在住外国人児童生徒に

対する支援を行う

９９９９
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75.2

57.8

32.2

30.0

10.9

1.1

5.4

3.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

病気や治療に対する相談体制が十分でな
いこと

感染者が退職や退学に追い込まれている
こと

その他

特に問題だと思うことはない

周囲の人たちの、病気についての認識や
理解が十分でないこと

感染しているというだけで、本人・家族
が世間から偏見の目で見られること

治療費が高額などの理由で、十分な治療
が受けられないこと

無回答

治療方法の研究開発を進める

その他

特に必要だと思うことはない

無回答

職場や学校など、周囲の人の病気に対する
理解を深め、就労・就学しやすい環境づくり
を進める
患者に対する相談等のサポート体制を充実
させる

治療に対する支援体制を充実させる

病気についての正しい知識の普及啓発をは
かる

77.8

43.3

38.1

35.1

31.8

0.7

2.3

3.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90（％）

患者の人権について 

１．エイズ感染者等に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．エイズ感染者等の人権を守るために必要なこと  

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23．エイズの原因ウイルス（ＨＩＶ）感染者及び肝炎ウイルス感染者等の人権に 

ついて、特にどのようなことが問題だと思いますか。（○は３つまで） 

問 24．エイズの原因ウイルス（ＨＩＶ）感染者及び肝炎ウイルス感染者等の人権を 

守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。（○は３つまで） 

10 

（1,061 人） 

（1,061 人） 
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ハンセン病回復者の社会復帰に対する支
援が不十分であること

その他

特に問題だと思うことはない

無回答

ハンセン病回復者に対する偏見・差別が
残っていること

学校や地域におけるハンセン病について
の教育・啓発活動が不十分であること 38.4

27.4

13.7

1.5

8.1

10.9

0 10 20 30 40 50（％）

３．ハンセン病回復者に関する人権上の問題 

 

 

問25．ハンセン病回復者の人権について、特にどのようなことが問題だと思いますか。 

（○は１つ） 

（1,061 人） 
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72.2

60.2

39.5

25.2

24.0

10.5

0.6

2.7

4.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

被害者の写真や経歴などが公表され、プ
ライバシーが侵害されること

その他

事件に関して、捜査や裁判についての情
報が得られないこと

特に問題だと思うことはない

無回答

被害者の苦しみについて、地域や職場・
学校での理解が得られないこと

捜査や裁判において、精神的・経済的負
担があること

周囲の人の無責任なうわさ話による二次
的被害があること

マスメディアによる行き過ぎた取材で、
平穏な生活ができなくなること

   犯罪被害者とその家族の人権について 

１．犯罪被害者とその家族に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

問 26．犯罪被害者とその家族の人権について、特にどのようなことが問題だと思い 

ますか。（○は３つまで） 

11 

（1,061 人） 
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61.5

39.3

32.8

21.9

18.2

16.8

15.5

12.9

12.2

0.4

2.6

4.4

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

犯人からの仕返しなどの不安をとり除く

その他

経済的支援を行う

事件に関する捜査や裁判の情報が得られるよ
うな仕組みをつくる

特に必要だと思うことはない

無回答

地域や職場において、被害者等の置かれてい
る状況を理解し支援する

各種相談体制の充実や広報を行う

被害者の人権保護のための啓発・広報を行う

関係する行政機関や民間団体が支援する

カウンセリングなどにより、精神的ショック
を軽減・回復する

マスメディアの行き過ぎた取材や報道を規制
する

２．犯罪被害者とその家族の人権を守るために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 27．犯罪被害者とその家族の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと 

思いますか。（○は３つまで） 

（1,061 人） 
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72.4

49.5

29.3

22.1

17.7

1.3

8.2

5.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

出所した人に対する偏見があること

アパート等の入居を拒否されること

嫌がらせや、差別的な言動をされること

特に問題だと思うことはない

無回答

その他

結婚の際に、周囲に反対されること

就職・職場で不当な扱いを受けること

      刑を終えて出所した人の人権について 

１．刑を終えて出所した人に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 28．刑を終えて出所し、立ち直ろうとしている人の人権について、特にどのような 

ことが問題だと思いますか。（○は３つまで） 

12 

（1,061 人） 
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58.9

48.3

45.6

31.8

20.4

17.2

10.9

0.6

3.1

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

他人を誹謗中傷する表現を掲載すること

ネットポルノ（児童ポルノを含む）が存在
していること

差別を助長する表現を掲載すること

個人情報の不正な取扱いや流出等が発生し
ていること

子どもたちの間で、インターネットを利用
した「いじめ問題」が発生していること

出会い系サイトなど、犯罪を誘発する場と
なっていること

その他

無回答

特に問題だと思うことはない

捜査の対象となっている未成年者の実名や
顔写真を掲載すること

インターネットによる人権侵害について 

１．インターネットによる人権侵害に関する問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 29．インターネットによる人権侵害について、特にどのようなことが問題だと 

思いますか。（○は３つまで） 

13 

（1,061 人） 
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   内閣府「人権擁護に関する世論調査」（平成 19 年） 
   『Ｑ１７ あなたは、インターネットによる人権侵害に関し、現在、どのような問題が起き 

ていると思われますか。この中からいくつでもあげてください。』 

 

   ＊内閣府調査結果が無回答を除く割合となっているため、本調査での結果も同様に無回答を除 
いた割合として、比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：全国調査との比較 

3.2

40.9

25.7

31.3

53.7

52.8

3.3

0.6

11.7

18.3

21.7

33.9

48.7

51.5

62.9

0.1

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

本調査（1,030人）

内閣府調査（1,766人）

他人を誹謗中傷する表現を掲載すること

ネットポルノ（児童ポルノを含む）が存在
していること

差別を助長する表現を掲載すること

個人情報の不正な取扱いや流出等が発生し
ていること

子どもたちの間で、インターネットを利用
した「いじめ問題」が発生していること

出会い系サイトなど、犯罪を誘発する場と
なっていること

その他

特に問題だと思うことはない

捜査の対象となっている未成年者の実名や
顔写真を掲載すること
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60.4

32.9

26.4

21.8

18.9

4.5

1.9

1.9

1.7

12.7

7.1

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

性同一性障害者に対する理解が足りな
いこと

その他

就職・職場で不当な扱いを受けること

アパート等の入居を拒否されること

特に問題だと思うことはない

無回答

じろじろ見られたり、避けられたりす
ること

日常生活において嫌がらせをされる
こと

宿泊を拒否されること

店舗への入店や施設利用を拒否される
こと

差別的な言動をされること

   性同一性障害者の人権について 

１．性同一性障害者に関する人権上の問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 30．性同一性障害者（生物学的な性と心の性が一致しない人）の人権について、特に

どのようなことが問題だと思いますか。（○は３つまで） 

14 

（1,061 人） 
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   内閣府「人権擁護に関する世論調査」（平成 19 年） 

   『Ｑ１９ あなたは、性的指向（異性愛、同性愛、両性愛）及び性同一性障害者（生物学的な 

性とこころの性が一致しない者）に関し、どのような人権問題が起きていると思わ 

れますか。この中からいくつでもあげてください。』 
 
   ＊内閣府調査結果が無回答を除く割合となっているため、本調査での結果も同様に無回答を除 

いた割合として、比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
     ※1：内閣府調査では、「性的指向及び性同一性障害者に対する理解が足りないこと（49.0％）」となっている。 
     ※2：内閣府調査では、「職場、学校において嫌がらせをすること（24.1％）」となっている。 
     ※3：内閣府調査では、「就職・職場で不利な扱いを受けること（22.1％）」となっている。 

※1 

※2 

※3 

参考：全国調査との比較 

7.4

5.0

4.8

8.0

22.1

24.1

26.7

30.9

49.0

13.7

1.8

2.0

2.0

4.9

20.4

23.4

28.4

35.4

65.0

0.3

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

本調査（1,030人）

内閣府調査（1,766人）

性同一性障害者に対する理解が足りないこと

就職・職場で不当な扱いを受けること

アパート等の入居を拒否されること

日常生活において嫌がらせをされること

じろじろ見られたり、避けられたりすること

差別的な言動をされること

その他

特に問題だと思うことはない

宿泊を拒否されること

店舗への入店や施設利用を拒否されること
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  人権が尊重される社会に向けての取組みについて 

１．人権が尊重される社会に向けた行政の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 31．人権が尊重される社会を実現するために、行政の施策として、特にどのような 

取組みが必要だと思いますか。（○は３つまで） 

15 

13.4

1.2

1.1

17.4

22.6

35.4

35.7

48.0

50.1

4.3

3.8

1.8

2.4

13.3

20.8

32.1

35.5

51.3

53.8

0 10 20 30 40 50 60（％）

今回調査（1,061人）
平成16年（1,643人）

学校において、人権に関する教育を充実させる

その他

行政機関が、人権侵害を受けた人や社会的に
弱い立場にある人を、支援・救済していく

公務員など公的機関に勤める職員が、より人
権意識を高める

特に必要だと思うことはない

無回答

人権に関する意識を大人がしっかりと持つよう、
啓発・広報を充実させる

社会に見られる不合理な格差を解消するため
の施策を充実させる

人権侵害を行った人に対し、法的な措置をとる

現状の社会で、人権は十分尊重されており、新
たな取組みは不要である
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２．人権尊重のための学校教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※1：平成 16 年調査では、「すべての児童・生徒が、「自分の人権」について考えるような教育を進めればよ 
い（23.4％）」となっている。 

 

問 32．人権を尊重する心や態度を育むために、学校において、特にどのような教育が 

必要だと思いますか。（○は３つまで） 

※1 

11.9

0.3

1.2

34.6

15.4

23.4

64.2

4.2

1.8

1.1

19.1

32.3

46.2

65.6

73.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80（％）

今回調査（1,061人）
平成16年（1,643人）

人を大切にする心や態度について学ぶ

その他

障がいのある人や高齢者等との交流を
行う

集団づくり・仲間づくりを進める

特にそのような教育は必要ない

無回答

自分自身を大切にする心や、人として
の生き方を学ぶ

人権問題の実態や歴史的な背景などに
ついて学ぶ
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